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統一的な基準による

印南町の財務書類
（令和６年度決算）

財務書類の「見える化」を目指して
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１．はじめに

印南町では、開かれた町政・住民目線に立ったまちづくりを推進するため、さまざ

まな行政の取組みの「見える化」を進めています。「見える化」によって、町民のみ

な様に町政への関心を持っていただくとともに、ご理解を深めていただき、住民サー

ビスの向上につなげていきたいと考えています。

さて、平成２７年１月に総務大臣通知「統一的な基準による地方公会計の整備促進

について」が発せられました。「地方公会計の整備」については、これまでも行政改

革の推進の中で個々の自治体によって進められてきましたが、この総務大臣通知に

よって全ての自治体が統一的な基準により財務書類を作成し、行政運営等において積

極的に活用することが強く求められることになりました。

印南町においては、平成２３年度決算以降、地方公会計による財務書類を作成し、

町ホームページ等において公表を行ってきたところですが、上記の総務大臣通知によ

り平成２８年度決算からは統一的な基準による財務書類を作成することとし、今回こ

れを公表します。

財務書類は、現状の自治体会計では計上されない、あるいは把握が難しい財政情報

である資産（土地・建物・現預金等）と負債（町債等）の関連や、減価償却費などの

コスト情報を明らかにするため、企業会計の手法を用いて作成します。これによって、

印南町の財政状況や課題を明らかにし、健全な財政運営等に努めます。



２．財務書類４表について

財務書類は、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書

の４つの表からなり、それぞれの表には相関関係があります。

◆ 貸借対照表（ＢＳ）

貸借対照表は、印南町が住民サービスを提供するために保有している資産と、その

資産がどのような財源（負債・純資産）によって賄われてきたかを対照表示した一覧

表になります。

◆ 行政コスト計算書（ＰＬ）

行政コスト計算書は、印南町の１年間の行政活動のうち、福祉サービスやごみの収

集といった資産形成につながらない行政サービスに係る経費と、その対価として得ら

れた財源（使用料・手数料等）を対比させた計算書になります。

◆ 純資産変動計算書（ＮＷ）

純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産」に計上されている金額が、１年間で

どのように変動したかを表している計算書になります。

◆ 資金収支計算書（ＣＦ）

資金収支計算書は、印南町の資金の出入の情報を、性質の異なる３つの区分に分け

て表示した計算書になります。



全体会計：８会計

一般会計・滝ノ岡専用水道事業特別会計
同和対策新築家屋貸付金特別会計

一般会計等（普通会計）：３会計

３．対象とする会計の範囲

◆ 一般会計等

印南町における一般会計等は、一般会計・滝ノ岡専用水道事業特別会計・同和対策

新築家屋貸付金特別会計の３つの会計を対象としています。

◆ 全体会計

全体会計については、一般会計等と、国民健康保険事業特別会計他３つの特別会計

及び農業集落排水事業会計、水道事業会計の公営企業会計を対象としています。

◆ 連結会計

連結会計については、全体会計に加えて、御坊市外五ヶ町病院経営事務組合他６つ

の一部事務組合を総合したものとなります。

国民健康保険事業特別会計・後期高齢医療特別会計
介護保険事業特別会計・農業集落排水事業会計

水道事業会計

御坊市外五ヶ町病院経営事務組合・御坊広域行政事務組合
日高広域消防事務組合・御坊日高老人福祉施設事務組合

和歌山県市町村総合事務組合・和歌山県後期高齢者医療広域連合
和歌山地方税回収機構

連結会計：１５会計



固定資産の耐用年数に対する、取得からの経過期間の割合です。この比率が高いほ

ど施設の老朽化が進んでいることが分かります。経年劣化により、インフラ資産の建

物において減価償却累計額が増加し、前年度比1.4ポイント増となりました。平均値

である35％～50％を上回っているため、平均より若干老朽化が進んでいると言えます。

《算出方法》

【BS】減価償却累計額(建物・工作物） ÷【BS】（有形固定資産合計－非償却資産＋減価償却累計額）

（１）歳入額対資産比率

（２）資産老朽化比率

４．財務書類分析の指標

これまでに形成した資産が、歳入の何年分に相当するかを表します。この比率が高

いほど社会資本整備が進んでいることが分かります。工作物の増等による資産の増と

なったことに伴い、前年度比＋0.2年となりました。

《算出方法》

【BS】資産合計 ÷【CF】（業務・臨時・投資活動・財務活動収入＋前年度末資金残高）

令和6年度令和5年度令和4年度令和3年度令和2年度項目

38,464,86536,809,33935,200,12234,605,68233,715,373資 産 合 計

7,914,0687,867,7267,046,2407,086,7327,265,846歳 入 合 計

4.9年4.7年5.0年4.9年4.6年歳入額対資産比率

（単位：千円）

令和6年度令和5年度令和4年度令和3年度令和2年度項目

30,980,86529,118,29528,125,63327,169,71626,249,133減価償却累計額

51,659,06649,681,99948,049,76347,164,95446,198,968償却資産取得額

60.0％58.6％58.5％57.6％56.8％資産老朽化比率

（単位：千円）



（４）社会資本等形成の将来世代負担比率

（３）純資産比率

４．財務書類分析の指標

資産全体のうち返済義務のない資産（純資産）の割合を表します。この比率が高い

ほど財政状況が健全で、将来世代への負担が少ないことが分かります。平均的な値は

60％～70％、印南町においては75.9％であり、将来世代への負担が少ないと言えます。

《算出方法》

【BS】純資産合計 ÷【BS】資産合計

令和6年度令和5年度令和4年度令和3年度令和2年度項目

29,201,89827,850,87527,170,39326,812,72625,681,415純資産合計

38,464,86536,809,33935,200,12234,605,68233,715,373資産合計

75.9％75.7％77.2％77.5％76.2％純資産比率

（単位：千円）

社会資本の整備に対する、財源としての地方債のしめる割合を表します。この比率

が低いほど将来世代への負担が少ないことが分かります。平均的な値は15％～40％、

印南町においては25.8％であるため、平均的であると言えます。

《算出方法》

【BS】（地方債残高－地方特例債残高＋１年以内償還予定地方債）÷【BS】有形・無形固定資産合計

令和6年度令和5年度令和4年度令和3年度令和2年度項目

7,231,7306,741,9575,688,6155,508,5815,456,849地方債合計

27,993,69926,936,58725,993,59525,959,00325,906,559有形固定資産額

25.8％25.0％21.9％21.2％21.1％将来世代負担比率

（単位：千円）



（６）債務償還可能年数

（５）基礎的財政収支（ﾌﾟﾗｲﾏﾘｰﾊﾞﾗﾝｽ）

４．財務書類分析の指標

町債の償還額を除いた歳出と、町債の発行額を除いた歳入のバランスを見る指標で

す。必要な経費が借金に頼らず、税収等で賄われているかが分かります。この値がプ

ラスであれば、より持続可能性が高い財政構造であると言えます。

《算出方法》

【CF】業務活動収支＋支払利息支出＋投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く）

令和6年度令和5年度令和4年度令和3年度令和2年度項目

1,309,1931,256,4601,127,5531,326,438797,302業務活動収支

37,14730,36725,31526,58831,681支払利息支出

△ 1,000,474△ 1,531,283△620,664△465,853△453,113投資活動収支

345,866△244,456532,204887,173375,870基礎的財政収支

（単位：千円）

町の実質的な債務を、経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済できる

かを表します。借金の多寡や債務返済能力が分かります。平均な値は3.0年～9.0年、

印南町は0年となったため、良好であると言えます。

《算出方法》

【BS】（負債－充当可能基金残高）÷【CF】業務活動収支

令和6年度令和5年度令和4年度令和3年度令和2年度項目

9,262,9678,958,4648,029,7297,792,9568,033,958負 債

10,141,8909,489,5958,866,7508,210,2617,431,888充当可能基金残高

1,309,1931,256,4601,127,5531,326,438797,302業務活動収支

△0.7年△0.4年△0.7年△0.3年0.8年償還可能年数

（単位：千円）



（８）受益者負担割合

（７）行政コスト対税収等比率

４．財務書類分析の指標

税収等の一般財源に対する、経常的な行政コストのしめる割合です。当年度の税収

等がどれだけ資産形成を伴わない経費に賄われたかを表します。平均的な値は90％～

110％程度で、100％に近づくほど資産形成の余裕度が低く、100％を上回ると過去か

ら蓄積した資産が取り崩されたことを表します。印南町は85.3％となっており、平均

的かつ良好であると言えます。

《算出方法》

【PL】純経常行政コスト ÷【NW】財源

令和6年度令和5年度令和4年度令和3年度令和2年度項目

5,238,4424,980,1025,399,7924,913,4125,631,580純経常行政コスト

6,144,7055,697,6305,767,9405,919,9676,168,669財 源

85.3％87.4％93.6％83.0％91.3％行政コスト対税収等比率

（単位：千円）

行政サービスに対する受益者の負担割合を表します。各自治体の受益者負担の特徴

を把握することができます。平均な値は、2.0％～8.0％となっており、印南町は前年

度比0.2ポイント減の2.6％となっており、平均的であると言えます。

《算出方法》

【PL】経常収益÷【PL】経常費用

令和6年度令和5年度令和4年度令和3年度令和2年度項目

138,461141,910126,442150,070156,991経 常 収 益

5,376,9035,122,0125,526,2345,063,4825,788,572経 常 費 用

2.6％2.8％2.3％3.0％2.7％受益者負担割合

（単位：千円）



（９）町民一人当たりの数値

４．財務書類分析の指標

財務書類の各数値は、市町村の人口規模等により単純な他団体との比較は困難です

が、各数値を町民一人あたりで算出することにより、他団体との単純比較が可能とな

ります。

《算出方法》

財務書類の各数値 ÷ 7,636人（令和7年1月1日現在 住民基本台帳人口）

令和6年度令和5年度令和4年度令和3年度令和2年度項目

5,0374,7454,4474,3224,156資 産 額

1,2131,1551,014973990負 債 額

1,1161,056920903892地方債額

（単位：千円）◆貸借対照表【BS】

令和6年度令和5年度令和4年度令和3年度令和2年度項目

89811037775人 件 費

303289280257243物件費等

11101168その他の業務費用

300280304292387移転費用

1818161919経常収益

686642682614694純経常行政コスト

（単位：千円）◆行政コスト計算書【PL】



（１０）まとめ

４．財務書類分析の指標

令和６年度決算の印南町財務書類に基づく、個々の指標については、前項まで紹介

してきたとおりです。当町においては、平成２８年度決算より統一的な基準による財

務書類の作成を開始しており、本年度で９年目となります。

まず、（２）資産老朽化比率について、令和６年度においては前年度比1.4ポイン

ト増の60.0％となりました。昨年度に引き続き、令和６年度においても保有している

資産の老朽化により、微増となりました。

次に、（３）純資産比率は、令和５年度から0.2ポイント増の75.9％となりました。

また、（４）社会資本等形成の将来世代負担比率については、前年度より0.8ポイ

ント増の25.8％となっています。これは、地方債の増及び地方特例債残高の減により、

地方債合計の増加率が、有形固定資産額の増加率を上回ったことによるものです。

統一的な基準による財務書類の作成が本年度で９年目となり、経年変化による財政

状況の推移を捉えることができるようになりました。今後も引き続き、強固な財政基

盤の確立を目指し、持続可能な財政運営に努めます。



○固定資産

事業のために所有している資産など

【主な内訳】

・事業用資産

庁舎、学校、公営住宅などの住

民生活に密着した資産

・インフラ資産

道路、橋などのまちづくりの基

盤となる資産

・基金

流動資産に区分される以外の基

金（減債基金、その他の基金）

貸借対照表：資産・負債・純資産の構成 【資産】

５．財務書類の見方

令和６年度【資 産 の 部】

34,649固 定 資 産

11,381事業用資産

16,540インフラ資産

52物品

21ソフトウェア

-その他

19投資及び出資金

-投資損失引当金

38長期延滞債権

-長期貸付金

6,600基金

-その他

△2徴収不能引当金

3,816流 動 資 産

265現金預金

6未収金

-短期貸付金

3,542基金

4棚卸資産

-その他

△1徴収不能引当金

38,465資 産 合 計

（百万円）

○流動資産

１年以内に現金化できる資産

【主な内訳】

・現金預金

歳計現金や一時取扱金（所得税

等）など

・基金

財政調整基金

・未収金

税金や使用料などの未収金



貸借対照表：資産・負債・純資産の構成 【負債】

５．財務書類の見方

令和６年度【負 債 の 部】

8,526固 定 負 債

7,878地方債

-長期未払金

648退職手当引当金

-損失補償等引当金

-その他

737流 動 負 債

6471年内償還予定地方債

-未払金

-未払費用

-前受金

-前受収益

50賞与等引当金

40預り金

-その他

9,263負 債 合 計

令和６年度【純 資 産 の 部】

38,190固定資産等形成分

△8,988余剰分（不足分）

29,202純 資 産 合 計

38,465負 債及び純資産合計

（百万円）
○固定負債

流動負債以外の負債

【主な内訳】

・地方債（固定）

事業用資産、インフラ資産など

の整備等に関する地方債のうち、

令和８年度以降の償還予定額

・退職手当引当金

令和７年３月３１日時点で全て

の職員が自己退職した場合の退

職手当支給見込額

○流動負債

１年以内に支払う負債（借金など）

【主な内訳】

・地方債（流動）

事業用資産、インフラ資産など

の整備等に関する地方債のうち、

令和７年度の償還予定額

・賞与等引当金

令和７年６月支給の期末・勤勉

手当の支払見込額（共済費含

む）のうち、令和７年３月３１

日時点の負担相当額（令和６年

度分）



行政コスト計算書：費用・収益・収支差額の構成 【費用】

○臨時損失

経常費用に含まれない臨時的な費用

【主な内訳】

・資産除売却損

資産の除却に伴い発生した損失

および貸借対照表に計上されて

いる資産の金額よりも売却額が

下回ったことによる損失

○経常費用

日常の行政サービスに係るコスト

【主な内訳】

・人にかかるコスト(6億8,300万円)

行政サービスを担う職員の定例

給与支払額および将来の支出に

備えるための引当金を計上する

ためのコスト

・物にかかるコスト(23億1,600万円)

公共施設の運営費や補修費、建

物や工作物の減価償却などのコ

スト

・移転支出的なコスト(22億9,100万円)

扶助費や、町民・他団体等への

支出に対する給付や補助、特別

会計や公営企業会計への繰出な

どにかかるコスト

５．財務書類の見方

令和６年度

5,377【経常費用】

539職員給与費

50賞与等引当金繰入額

2退職手当引当金繰入額

92その他

1,159物件費

59維持補修費

1,098減価償却費

-その他

37支払利息

5徴収不能引当金繰入額

45その他

1,288補助金等

420社会保障給付

551他会計への繰出金

32その他

11【臨時損失】

11災害復旧事業費

-資産除売却損

-投資損失引当金繰入額

-損失補償等引当金繰入額

0その他

（百万円）



行政コスト計算書：費用・収益・収支差額の構成 【収益・収支差額】

５．財務書類の見方

令和６年度

138【経常収益】

63使用料及び手数料

75その他

5,239【純経常行政コスト】

-【臨時利益】

-資産売却益

-その他

△11【臨時収支差額】

5,250【純行政コスト】

○経常収益

日常の行政サービス実施の財源となる

収益

【主な内訳】

・その他

町税

町民税や固定資産税など

交付金

国や県が集めた税金のうち、一

定割合が配分されるお金

地方交付税

すべての地方公共団体が一定の

行政サービスを提供できるように、

所得税等の国税が一定の割合等に

より国から配分されるお金

国・県支出金

国や県からの交付金のうち、使

い道が決められているもの

（百万円）

○臨時利益

経常収益に含まない臨時的な収益



資金収支計算書：活動区分別の構成 【行政サービス活動】

５．財務書類の見方

令和６年度

1,309【業務活動収支】

4,265【業務支出】

674人件費支出

1,217物件費等支出

37支払利息支出

45その他の支出

1,289補助金等支出

420社会保障給付支出

551他会計への繰出支出

32その他の支出

11【臨時支出】

11災害復旧事業費支出

-その他の支出

5,581【業務収入】

4,354税収等収入

1,088国県等補助金収入

63使用料及び手数料収入

76その他の収入

4【臨時収入】

（百万円）

○業務収入

日常の行政サービスの実施に要する

収入

【主な内訳】

・税収等収入

町民税や固定資産税など

・国県等補助金収入

国や県からの交付金のうち、使

い道が決められているもの

○業務支出

日常の行政サービスの実施に要する

支出

【主な内容】

・補助金等支出

町民・他団体等への支出に対す

る給付や補助などに関する支出

・物件費等支出

委託料、消耗品や備品購入費

（消費的性質）、施設等の維持修

繕にかかる経費や事業用資産の減

価償却費などに関する支出



○投資活動支出

資産取得のための支出など

【主な内訳】

・公共施設等整備費支出

有形固定資産等の形成にかかる支出

資金収支計算書：活動区分別の構成 【投資活動・財務活動】

５．財務書類の見方

令和６年度

△1,653【投資活動収支】

2,766【投資活動支出】

1,699公共施設等整備費支出

1,067基金積立金支出

-投資及び出資金支出

-貸付金支出

-その他の支出

1,113【投資活動収入】

699国県等補助金収入

414基金取崩収入

-貸付金元金回収収入

-資産売却収入

-その他の収入

330【財務活動収支】

648【財務活動支出】

648地方債償還支出

-その他の支出

978【財務活動収入】

978地方債発行収入

-その他の収入

△14【本年度資金収支額】

238【前年度資金残高】

224【本年度末資金残高】

75【前年度末歳計外現金残高】

△34【本年度歳計外現金増減額】

41【本年度末歳計外現金残高】

265【本年度末現金預金残高】

（百万円）

○投資活動収入

資産の売却による収入など

【主な内訳】

・国県等補助金収入

国県等補助金収入のうち、投資

活動支出の財源に充当した収入

○財務活動支出

地方債の返済のための支出など

【主な内訳】

・地方債償還支出

地方債の償還よる支出

○財務活動収入

地方債の発行による収入など

【主な内訳】

・地方債発行収入

地方債に発行による収入


